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平成３０年８月８日判決言渡  

平成３０年（ネ）第１００１９号 特許を受ける権利帰属確認本訴請求控訴事件，

損害賠償反訴請求控訴事件 

（原審・東京地方裁判所平成２８年（ワ）第１８０３２号，同２９年（ワ）第３２

１２３号） 

口頭弁論終結日 平成３０年６月２５日 

判       決 

   

       控訴人兼被控訴人        Ｘ 

（以下「一審原告」という。） 

       訴訟代理人弁護士        河   瀬       季 

   

       被控訴人兼控訴人        デ・ファクト・スタンダード合同会社 

（以下「一審被告」という。） 

        

       訴訟代理人弁護士        拾   井   美   香 

主       文 

       １ 一審原告及び一審被告の本件各控訴をいずれも棄却する。 

２ 控訴費用のうち，一審原告に生じた費用は一審原告の負担とし，

一審被告に生じた費用は一審被告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

１ 一審原告 

⑴ 原判決中，一審原告の特許を受ける権利の帰属確認請求を棄却した部分を

取り消す。 

⑵ 原判決別紙１発明目録記載の発明について，一審原告が特許を受ける権利
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を有することを確認する。 

２ 一審被告 

  ⑴ 原判決中，一審被告の反訴請求を棄却した部分を取り消す。 

⑵ 一審原告は，一審被告に対し，８１万５１３６円及びこれに対する平成２

９年９月２９日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要（略称は，特に断りのない限り，原判決に従う。） 

１ 事案の要旨 

本件は，一審原告が，本訴として，一審被告が出願した発明の名称を「位相

同期回路，ＲＦフロントエンド回路，無線送受信回路，携帯型無線通信端末装

置」とする特許出願（特願２０１５－２２７９３７号。以下「本件出願」とい

う。）に係る本件発明（原判決別紙１発明目録記載の特許請求の範囲の請求項

１ないし１４記載の各発明）の特許を受ける権利が原告に帰属する旨主張して，

その確認を求めるとともに，被告による本件出願がいわゆる冒認出願の不法行

為に当たる旨主張して，一審被告に対し，不法行為に基づく損害賠償として２

１万６０００円及び遅延損害金の支払を求め，一審被告が，反訴として，一審

原告が，一審被告と一審原告間の本件発明に係る無線送受信回路の技術に関す

る研究開発契約に基づく業務を中止したことが債務不履行又は不法行為に当た

る旨主張して，一審原告に対し，債務不履行又は不法行為に基づく損害賠償と

して８１万５１３６円及び遅延損害金の支払を求めた事案である。 

 原判決は，一審原告の本訴請求及び一審被告の反訴請求をいずれも棄却した。 

一審原告は，原判決のうち，特許を受ける権利の帰属確認請求を棄却した部分

のみを不服として控訴を提起し，一審被告は，反訴請求を棄却した部分を不服

として控訴を提起した。 

２ 前提事実 

 前提事実は，原判決２頁末行の「（ただし，被告との契約内容及び本件発明

の完成時期については争いがある。）」を削除するほか，原判決の「事実及び
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理由」の第２の２記載のとおりであるから，これを引用する。 

 ３ 争点 

(1) 一審原告から一審被告への本件発明についての特許を受ける権利の承継

の有無（争点１）（本訴請求関係） 

(2) 一審原告による一審被告と一審原告間の研究開発契約の債務不履行又は

不法行為の成否及び一審被告の損害額（争点２）（反訴請求関係） 

４ 争点に関する当事者の主張 

⑴ 争点１（一審原告から一審被告への本件発明についての特許を受ける権利

の承継の有無）について 

 当事者の主張は，次のとおり訂正するほか，原判決３頁２３行目から５頁

５行目までに記載のとおりであるから，これを引用する。 

ア 原判決４頁５行目の「したがって」から同頁６行目末尾までを次のとお

り改める。 

「 このように一審原告は，願書案の確認作業を進める過程において願書

案に出願人として一審被告が記載されていることを認識していたこと，

特許出願とは，出願人が特許庁に特許の取得を求める手続であることは，

特許出願手続について専門的知識がなくても理解可能な事柄であること

からすると，一審原告は，本件出願により一審被告に特許を取得させる

ことを前提として，願書案の確認作業を行っていたものといえる。 

 したがって，一審被告は，遅くとも本件出願時までには，一審原告か

ら，黙示的に本件発明についての特許を受ける権利の譲渡を受けたもの

であるから，上記特許を受ける権利は一審被告に帰属する。」 

イ 原判決４頁１２行目の「したがって」から同頁１４行目末尾までを次の

とおり改める。 

「 このように願書案についての一審原告の確認対象は請求項の技術的な

記載事項に限定されており，一審原告は，その他の記載部分について十
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分に確認していない。 

 また，一審原告は，長年，技術の開発研究に従事していたものの，開

発した技術の特許出願手続に関与したのは，今回が初めての経験であり，

特許出願手続や願書案の記載方法について全く知識を有していなかった。

特許出願手続は，一般的に弁理士が行っていることからも明らかなよう

に，極めて専門性が高いものであり，一審原告においては，願書案の「特

許出願人」欄に記載される者が本件出願に係る特許を受ける権利を有し

ている者をも意味する記載であると認識することは，極めて困難であっ

た。 

 さらに，一審原告は，平成２７年７月ないし９月ころ，パルスジェネ

レーターによるバッテリー発電の実験など，一審被告のために様々な作

業を行い，その対価を受領したことはあったが，一審被告から，本件発

明についての特許を受ける権利の対価の支払を受けたことはないし，一

審原告が無償で上記特許を受ける権利を一審被告に譲渡すべき理由もな

い。 

 したがって，一審原告は，一審被告に対し，明示又は黙示を問わず，

本件発明についての特許を受ける権利を譲渡していないから，上記特許

を受ける権利は一審原告に帰属する。」 

⑵ 争点２（一審原告による一審被告と一審原告間の研究開発契約の債務不履

行又は不法行為の成否及び一審被告の損害額）について 

 当事者の主張は，次のとおり訂正するほか，原判決５頁２３行目から６頁

２１行目までに記載のとおりであるから，これを引用する。 

ア 原判決５頁２４行目から６頁３行目までを次のとおり改める。 

「 一審原告と一審被告は，平成２７年６月ころ，一審原告がＡと知り合

う以前から行っていた無線送受信回路の技術（ＰＬＬシンセサイザの性

能改善等）に関する研究について，一審原告及び一審被告が協力して，
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その研究開発（以下「本件研究開発」という。）を進め，その研究成果

を特許出願し，研究成果について国立研究開発法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構（以下「ＮＥＤＯ」という。）への公募へ応募し，補

助金を受給して事業化する旨の契約（以下「本件研究開発契約」という。）

を締結した。 

そして，一審被告は，本件研究開発について資金提供を行い，本件研

究開発に係る本件発明についての本件出願を行い，その先行技術調査費

用や出願費用も負担した。しかるに，一審原告は，正当な理由がなく，

本件研究開発及びその事業化が未完成のまま本件研究開発に関する業務

を中止した。これは，一審原告による本件研究開発契約の債務不履行に

当たる。」 

イ 原判決６頁１５行目から２１行目までを次のとおり改める。 

「 一審被告の主張は争う。 

一審原告は，一審被告との間で，本件研究開発の事業化について，一

審原告が技術のノウハウや役務を提供し，一審被告が費用等を提供する

という一種の業務提携契約を締結したことがあったが，一審被告に対し，

本件研究開発の研究成果について補助金を受給して，事業化を完成させ

ることまで約したことはない。 

したがって，一審原告が一審被告主張の本件研究開発契約を締結した

事実は存在しないから，本件研究開発契約を前提とする一審原告による

債務不履行は成立せず，また，詐欺の不法行為も成立しない。」 

第３ 当裁判所の判断 

 当裁判所も，一審原告の特許を受ける権利の帰属確認請求及び一審被告の反

訴請求は，いずれも理由がないものと判断する。その理由は，以下のとおりで

ある。 

１ 争点１（一審原告から一審被告への本件発明についての特許を受ける権利の
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承継の有無）について 

(1) 本件発明の概要 

 本件出願の願書に添付した明細書（以下，図面を含めて「本件明細書」と

いう。乙３２）の記載事項によれば，本件発明（原判決別紙１発明目録記載

の特許請求の範囲の請求項１ないし１４記載の各発明）の概要は，次のとお

りである。 

ア 本件発明は，位相同期回路と，それを用いたＲＦフロントエンド回路，

無線送受信回路，携帯型無線通信端末装置に関するものであり，無線通信

端末装置においてローカル発振器として一般的に用いられているＶＣＯ

については，そのスペクトル純度を高めることに限界があり，ＶＣＯより

高いスペクトル純度を持つＳＡＷ発振器についても，外部衝撃や温度変化

などに弱いという特性を有しているため，携帯電話などのような無線通信

端末装置に用いる場合には，バリキャップによる周波数安定化では安定し

た出力周波数を得ることが困難であるという問題点があったことから，位

相同期回路への入力信号の周波数が不安定となる場合においても，それを

安定化することができる，位相同期回路を提供すること，また，それを用

いて，通信を大容量化することのできる無線送受信回路を提供することを

課題とする（本件明細書の段落【０００１】，【００１１】～【００１３】）。 

イ 本件発明は，上記課題を解決するための手段として，発振器の出力信号

の周波数と予め定められた目標周波数との誤差に基づいて生成した周波

数補正信号を合成する方法で，出力信号の周波数の誤差を補正する構成を

採用し，これにより，周波数を安定化することができる位相同期回路，そ

れを用いて，通信容量を大容量化することのできる無線送受信回路を提供

することができるようにした（本件明細書の段落【００１４】～【００２

０】，【００２３】，【００２９】）。 

(2) 本件の経過等 
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 前記前提事実と証拠（甲３ないし２１，２４，２５，２７ないし３６，４

１ないし４４，乙１ないし３０，３２，３５ないし４２，４４（枝番号のあ

るものは，枝番号を含む。），一審原告本人，一審被告代表者）及び弁論の

全趣旨を総合すれば，本件の経過等として，以下の事実が認められる。 

ア(ア) 一審被告は，平成２６年２月２５日に設立された，企業に対する事

業戦略，技術戦略に関わる経営コンサルティング業務等を目的とする合

同会社である。 

(イ) 一審被告の代表社員であるＡ（一審被告代表者）は，かねてから，

求職中のエンジニアを探していたところ，平成２７年６月１５日，電子

機器の組合を営む知人から，一審原告を紹介された。Ａは，その際，一

審原告に対し，当時一審被告が行っていたバッテリーの長寿命化システ

ム開発を手伝って欲しい旨要請した。 

 一審原告は，これに応じ，同年７月ころから同年９月３０日ころまで

の間，不定期に，上記システム開発に関する業務を手伝った。 

イ(ア) 一審原告は，平成２２年ころからＰＬＬシンセサイザの性能改善，

源発振器としてＳＡＷ発振器を用いることなどを内容とする無線送受信

回路の技術（以下「本件技術」という。）の研究を行っていたが，その

研究開発を進める資金がない状況にあったため，遅くとも平成２７年９

月ころには，Ａに対し，その旨を説明した。Ａは，一審原告から説明さ

れた本件技術の研究に興味を抱き，また，一審被告によるバッテリーの

長寿命化システム開発に関し，中小企業庁から補助金を受給するなど，

研究開発に係る資金調達についてノウハウを有していると自負していた

ことから，一審原告に対し，その旨を伝えた。 

 一審原告は，Ａと知り合う前には本件技術を軍事用として研究開発す

ることを考えていたが，Ａと話をする中で，補助金の受給により本件技

術の研究開発資金を調達するためには，携帯電話端末等の民生用の技術
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として研究開発を進めるのが相当であると考え，一審被告との間で，両

者が協力して，民生用の技術として本件技術の研究開発を進め，その研

究成果の事業化を目指していくこととした。 

(イ) そこで，一審原告は，平成２７年９月中旬ころから，本件技術を携

帯電話端末等に利用するための基板の製造，部品の実装，特性データの

取得等の研究開発を進め，一審被告は，そのための資金提供（乙１，３

６）を行った。 

ウ(ア) 一審被告は，平成２７年１０月中旬ころ，本件技術の研究成果であ

る本件発明について特許出願をするために，本件特許事務所に対し，先

行技術調査を依頼した。同調査に要した費用（乙２）は，一審被告が負

担した。一審被告は，上記調査の結果，障害となる先行技術が発見され

なかったため，本件特許事務所に対し，本件発明に係る出願書類等の作

成を依頼した。 

(イ) 一審原告は，平成２７年１１月上旬ころから，本件発明に係る出願

書類等の作成に当たり，一審被告の担当者として，Ａと協力して本件特

許事務所との対応に当たり，同事務所が作成した願書案について，その

内容を確認してコメントを付したり，同事務所からの質問に回答するな

どした。 

(ウ) 平成２７年１１月２０日，本件特許事務所からＡ及び一審原告に対

して願書案（願書及び添付書類）の最終版が電子メールで送信されたと

ころ，Ａが飛行機に搭乗中であって確認できなかったため，一審原告が，

その内容を確認し，本件特許事務所に対し，願書案のとおりの内容で出

願することを了承する旨の電子メール（乙２２，２３）を送信した。願

書案中の１枚目の願書（「特許願」と題する書面。甲１９）の「特許出

願人」欄には一審被告の名称が，「発明者」欄には一審原告及びＡの氏

名が記載されていた。 
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 本件特許事務所は，同日，一審被告の代理人として，願書案のとおり，

本件出願をした。また，特許出願料，本件特許事務所に対する手数料等

の本件出願に必要な費用（乙４１）は，一審被告が負担した。 

エ(ア) 一審被告は，平成２７年１０月２１日，本件発明の事業化のための

研究開発資金を調達するため，国立研究開発法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構（ＮＥＤＯ）の支援事業（ＮＥＤＯプロジェクト）の公

募に応募した。その応募申請書類の作成費用（乙４０）は，一審被告が

負担した。 

 その後，一審原告は，一審被告の担当者として，Ａと協力し，ＮＥＤ

Ｏに提出する資料の作成及び修正，発振器の試作品の製作等を行った。 

(イ) 一審原告は，平成２７年１１月２６日，Ａに対し，他社に対する業

務を優先するため，本件発明に係る事業に時間を割くことができないこ

と，一審原告が他の仕事に時間をかけなければならないことが原因でＮ

ＥＤＯの審査に落選した場合は，自腹で開発（「開発とは，携帯電話・

基地局の模擬装置が２０１６年６月までに完成していること」）を完了

させることなどを記載した電子メール（乙３５）を送信した。 

 一方で，一審原告は，平成２７年１１月下旬ころまでに，一審被告が

バッテリーの長寿命化システム開発に関し中小企業庁から補助金を受給

する際に，機器の購入代金を水増しして請求するなどの方法により，補

助金を不正に受給したのではないかとの疑いを抱くようになっていた。 

(ウ) 一審被告は，平成２７年１２月７日，ＮＥＤＯの担当者から，ＮＥ

ＤＯの事業カタライザーと一審被告との面談を同月１１日に京都で実施

する旨の電子メール（乙２５）を受信した。 

 Ａは，同月７日，一審原告に対し，上記面談に同席して，説明するこ

とを求める旨の電子メール（乙２５）を送信したが，一審原告から同月

１１日は差し支えがある旨の連絡を受けたため，面談日の日程調整を行
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った結果，一審被告とＮＥＤＯの事業カタライザーとの面談は，同月１

４日に実施され，一審原告も同席した。 

 その間の同月９日，一審原告は，Ａに対し，一審原告及びＡはＮＥＤ

Ｏの資金で試作品を開発した後に，試作品を携帯キャリア，端末メーカ

ーなどへ売り込むことを考えているが，売り込んだ技術を採用して顧客

になってもらえる可能性は低いのではないか，むしろ，ドコモ研究所か

ら装置の受託開発の１０万円くらいの小さな仕事を受け，同研究所の技

術者と信頼関係を築いた後に同研究所にＳＡＷ発振器の開発の提案をし

てはどうかなどと記載した電子メール（乙３０）を送信した。これを受

けたＡは，同日，一審原告に対し，ＮＥＤＯの審査が進んでいるので，

事業内容を変更できない旨を記載した電子メール（乙３０）を送信した。 

(エ) その後，一審被告は，一審原告からの協力を得られなくなったため，

結局，前記(ア)のＮＥＤＯプロジェクトへの応募を断念した。 

オ(ア) 一審原告は，平成２７年１２月２４日，本件発明とほぼ同一の発明

について，特許出願（甲２４）をした。 

(イ) 一審原告の知人のＢ（以下「Ｂ」という。）は，平成２８年２月８

日付けで，中小企業庁長官に対し，被告発人をＡ及び一審被告の両名と

して，一審被告が中小企業庁から「産官学連携スキームを活用した２次

電池再生技術の高性能化と海外展開」に係る事業について補助金を受給

するに当たり，職員の勤務時間，業務の発注，機器の購入代金について

虚偽の事実を記載した報告書を提出し，補助金を不正に受給した旨を記

載した告発状（甲３１）を提出した。その後，Ｂは，同年３月８日付け

で，中小企業庁長官に対し，被告発人をＡ及び一審被告の両名として，

一審被告が中小企業庁から別のシステム開発に係る事業について補助金

を不正に受給した旨の同様の告発状（甲３２）を提出した。一審原告は，

Ｂが上記各告発状の提出を行うに際し，協力した。 



11 

(ウ) 一審原告は，平成２８年６月３日，東京地方裁判所に本訴を提起し

た。 

(エ) ＲＦ社は，一審原告の前記(ア)の特許出願に係る特許を受ける権利を

承継した後，平成２８年１２月１５日，上記特許出願に基づく優先権を

主張して，本件発明のうち請求項１ないし１１記載の各発明とほぼ同一

の発明について国際出願（甲３５）をした。 

(オ) 一審被告は，平成２９年９月２１日，反訴を提起した。 

(3) 本件発明についての特許を受ける権利の承継の有無 

ア 前記(1)及び(2)の認定事実を総合すれば，①一審原告は，Ａと知り合う前

から本件技術の研究を行っていたが，一審原告自身にはその研究開発を進

めていく資金がなかったため，Ａと知り合って以降に，Ａに上記事情を説

明し，Ａが代表社員を務める一審被告と協力して，携帯電話端末等の民生

用の技術として本件技術の研究開発を進めていくこととし，その研究成果

である本件発明について本件出願に至っていること，②本件出願に当たっ

ては，一審被告が本件特許事務所に対して出願手続を委任し，本件出願に

係る願書の「特許出願人」欄には一審被告の名称が記載されており，しか

も，特許出願料，本件特許事務所に対する手数料等の本件出願に必要な費

用は，一審被告が負担していること，③一審原告は，一審被告の担当者と

して，本件出願に係る願書の作成に関与し，複数回にわたって，本件特許

事務所が作成した願書案の内容を確認してコメントを付したり，本件特許

事務所からの質問に回答するなどし，最終の願書案についても，Ａに代わ

って確認し，その願書案のとおりの内容で出願することを了承し，その願

書案中の１枚目の願書（「特許願」と題する書面）の「特許出願人」欄に

は一審被告の名称が記載されていたことが認められる。 

 上記認定事実によれば，一審原告は，本件出願に係る願書の「特許出願

人」欄に一審被告の名称が記載されていること及び本件出願に必要な費用
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は全て一審被告が負担していることを十分に認識し，本件出願について特

許査定がされた場合には，特許出願人である一審被告が特許権を取得する

ことを理解していたものと認められる。 

 加えて，一審原告と一審被告との間で本件発明についての特許を受ける

権利の譲渡の対価額について具体的な交渉がされたことはうかがわれな

いものの，他方で，一審原告が一審被告に対して無償で上記特許を受ける

権利を譲渡すべき事情も認められないこと，その他本件出願に至る経緯等

（前記(2)）に鑑みると，一審原告と一審被告との間では，遅くとも本件出

願時までに，一審原告の有する本件発明についての特許を受ける権利を一

審被告に相当な対価で譲渡する旨の黙示の合意が成立したものと認める

のが，当事者の合理的意思に合致するというべきである。 

イ これに対し，一審原告は，①願書案についての一審原告の確認対象は，

請求項の技術的な記載事項に限定されており，その他の記載は十分に確認

していないし，また，一審原告においては，特許出願手続や願書案の記載

方法について全く知識を有していなかったため，願書案の「特許出願人」

欄に記載される者が本件出願に係る特許を受ける権利を有している者を

も意味する記載であると認識することは，極めて困難であったこと，②一

審原告は，本件発明についての特許を受ける権利の対価の支払を受けてお

らず，一審原告が無償で上記特許を受ける権利を一審被告に譲渡すべき理

由もないことからすると，一審原告が一審被告に対して本件発明について

の特許を受ける権利を黙示に譲渡した事実はない旨主張する。 

 しかしながら，上記①の点については，前記ア認定のとおり，一審原告

は，本件出願に係る願書の作成に関与し，複数回にわたり，願書案の内容

を確認し，最終の願書案についても，Ａに代わって確認し，その願書案の

とおりの内容で出願することを了承しているところ，願書案中の１枚目の

願書（「特許願」と題する書面）の「特許出願人」欄に一審被告の名称が
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記載されていたのであるから，一審原告が願書案の確認を行うに際し，そ

の記載に気付かないはずはないし，また，特許出願について特許査定がさ

れた場合には，願書に「特許出願人」と記載された者が特許権を取得する

ことは，特許出願手続や願書の記載方法について知識がなくても当然に理

解できる事柄である。 

 また，上記②の点については，一審原告と一審被告間の本件発明につい

ての特許を受ける権利の黙示の譲渡の合意は，無償ではなく，一審被告が

相当な対価を支払うことを内容とするものであり，仮に一審原告が一審被

告から上記譲渡の対価の支払を未だ受けていないとしても，そのことは上

記合意の成立を妨げるべき事情となるものではない。 

 したがって，一審原告の上記主張は，採用することができない。 

⑷ 小括 

 以上のとおり，一審原告と一審被告との間では，遅くとも本件出願時まで

に，一審原告の有する本件発明についての特許を受ける権利を一審被告に相

当な対価で譲渡する旨の黙示の合意が成立したものと認められるから，上記

合意により，上記特許を受ける権利は一審被告に移転したものと認められる。 

 したがって，一審原告の特許を受ける権利の帰属確認請求は，理由がない。 

２ 争点２（一審原告による一審被告と一審原告間の研究開発契約の債務不履行

又は不法行為の成否及び一審被告の損害額）について 

⑴ 一審原告による本件研究開発契約の債務不履行の成否 

 一審被告は，一審原告と一審被告は，平成２７年６月ころ，一審原告及び

一審被告が協力して本件技術の研究開発を進め，その研究成果を特許出願し，

研究成果についてＮＥＤＯへの公募へ応募し，補助金を受給して事業化する

旨の契約（本件研究開発契約）を締結したが，一審原告が本件研究開発及び

その事業化が未完成のまま本件研究開発に関する業務を中止したことは，一

審原告による本件研究開発契約の債務不履行に当たる旨主張するのに対し，
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一審原告は，本件研究開発契約の締結の事実はないから，一審被告の上記主

張はその前提を欠く旨主張する。 

 そこで，本件研究開発契約の成否について検討するに，まず，本件研究開

発契約を客観的に裏付ける契約書等の書面については証拠提出されていな

い。 

 次に，一審被告代表者（Ａ）の供述（乙４２の陳述書を含む。以下同じ。）

中には，平成２７年６月ころ，京都大学東京オフィスでのミーティングの後，

帰りの電車の中で，一審原告（Ｘ）から，「軍事用無線機器に供する技術の

アイデアがある。しかし，お金がなく，研究開発ができない。自分のアイデ

アが世に出ないのが悔しい。」との相談を受けた，その際に，Ａは，Ｘから，

独自に研究してきたという発振器の概要の説明を受け，「軍事用ではなく，

次世代携帯電話や宇宙でのマイクロ波送電など民生用の応用技術として研

究開発を進めた方がよい。それで，価値がある事業になりそうであれば，当

社が投資して研究開発を進めていく。」との提案を行ったところ，Ｘは，こ

れに興味を示し，当社の最高技術責任者として研究開発を進めていくと約束

した，Ｘと私は，上記研究開発において一定の成果が出た場合，特許出願す

るとともに，ＮＥＤＯの公募に応募するなど，事業の立ち上げに事業スキー

ムの考案から実行を協力して行うことに同意した旨の供述部分がある。 

 しかしながら，一審被告代表者の上記供述部分は，一審原告と一審被告が

本件研究開発及びその事業化を協力して行うことに合意したことを抽象的

に述べるだけであって，一審原告及び一審被告がそれぞれ負うべき法的義務

の内容や一審原告が一審被告に対して本件研究開発の事業化を完成させる

ことを約したことを具体的に述べるものではない。 

 他方で，一審原告の供述（甲３及び３６の陳述書を含む。以下同じ。）中

には，一審原告が，Ａに対し，本件技術について量産体制に向けた追加開発

などを検討しているが，資金が足りないと相談したところ，Ａから，一審被
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告が資金調達のノウハウを提供するので共同事業をしようと提案され，追加

の研究開発を共同で行うことを合意した旨の供述部分があるが，一審原告が，

一審被告に対し，本件研究開発の研究成果についてＮＥＤＯから補助金を受

給して，事業化を完成させることまで約したことをうかがわせる供述はない。

もっとも，一審原告がＡに対し平成２７年１１月２６日に送信した電子メー

ル（乙３５）中には，一審原告が他の仕事に時間をかけなければならないこ

とが原因でＮＥＤＯの審査に落選した場合は，自腹で開発（「開発とは，携

帯電話・基地局の模擬装置が２０１６年６月までに完成していること」）を

完了させる旨の記載部分があるが（前記１⑵エ(イ)），上記記載部分中にい

う「開発」とは，「携帯電話・基地局の模擬装置の完成」をいうものであっ

て，本件研究開発の研究成果の事業化の完成までを意味するものではないか

ら，上記記載部分をもって一審原告が一審被告に対して本件研究開発の事業

化を完成させることまで約したことの根拠となるものではない。 

 以上によれば，一審被告代表者の上記供述部分から直ちに一審原告と一審

被告間で本件研究開発契約を締結した事実を認めることはできず，他に一審

原告と一審被告との間に本件研究開発契約が成立したことを認めるに足り

る証拠はない。 

 したがって，一審原告による本件研究開発契約の債務不履行があった旨の

一審被告の上記主張は，その前提を欠くものであるから，理由がない。 

  ⑵ 一審原告による不法行為の成否 

 一審被告は，一審原告は，本件発明について自己又はＲＦ社名義で特許出

願を行うために，一審被告を欺罔して研究開発資金や特許出願費用を一審被

告に負担させた上，それを流用して一審原告及びＲＦ社名義で特許出願を行

っており，一審原告の上記行為は，上記研究開発費用，先行技術調査結果及

び出願書類等の詐取に当たるから，不法行為を構成する旨主張する。 

 そこで検討するに，一審被告代表者の供述中には上記主張に沿う供述部分
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があり，本件出願後に一審原告及びＲＦ社が本件発明とほぼ同一の発明につ

いて特許出願をしたことは，前記１(2)オ(ア)及び(エ)のとおりである。 

 しかしながら，①一審原告の供述中には一審被告代表者の上記供述部分と

反対の趣旨の供述部分があること，②前記１(2)認定の本件の経過等によれば，

一審被告が本件発明の事業化のための研究開発資金を調達するため，ＮＥＤ

Ｏプロジェクトの公募に応募し，一審原告がその審査手続に協力する過程に

おいて，ＮＥＤＯの資金で開発した試作品を携帯キャリア，端末メーカーな

どに売り込むことにより，本件発明の事業化を実現できる可能性について疑

問を持ち，また，一審被告が別の事業について中小企業庁から補助金を不正

に受給したのではないかとの疑いを抱くようになったことなどから，一審原

告が一審被告と共同して本件発明の事業化を進めることに消極的姿勢を示

すようになった結果，一審被告がＮＥＤＯプロジェクトへの応募を断念した

後に，一審原告及びＲＦ社が上記特許出願をしたことが認められることに照

らすと，本件出願後に一審原告及びＲＦ社が本件発明とほぼ同一の発明につ

いて特許出願をしたからといって，一審原告が自己又はＲＦ社名義で特許出

願を行うために一審被告を欺罔して本件技術の研究開発資金や本件出願の

特許出願費用を負担させたものと直ちに認めることはできないから，一審被

告代表者の上記供述部分は採用することができない。他に一審原告が一審被

告を欺罔して上記研究開発資金や特許出願費用を一審被告に負担させたこ

とを認めるに足りる証拠はない。 

 したがって，一審被告の上記主張は，理由がない。 

(3) 小括 

 以上によれば，その余の点について判断するまでもなく，一審被告の反訴

請求は，理由がない。 

３ 結論 

 以上のとおり，一審原告の特許を受ける権利の帰属確認請求及び一審被告の
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反訴請求は，いずれも理由がないから，これと同旨の原判決は結論において相

当である。 

したがって，一審原告及び一審被告の本件各控訴をいずれも棄却することと

し，主文のとおり判決する。 
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